
８第１１号陳情  物価高騰による影響を受けている中小零細・個人事業主支援のため自

治体独自の補助金制度創設を求める陳情 

 

 受 理 年 月 日  令和８年８月２４日 

 

 陳 情 者  東大和市狭山４－１４４３－２ 

           東大和民主商工会 

            会長 石川 辰夫 

武蔵村山市中央３－７－１ 

           東京土建一般労働組合村山大和支部 

            執行委員長 亀澤 明子 

 

 付託する委員会  建設環境委員会 

 

 陳情趣旨 

   物価高騰により影響を受けている中小零細・個人事業主のため補助金制度を創設し

てください。 

 

 陳情理由 

昨今の世界情勢、経済情勢による物価高騰は市民生活、地域経済に多大な影響を及

ぼしています。食料品や光熱水費、燃料費をはじめ、生活に欠かせないあらゆる物価

が上昇し、低所得世帯や子育て世帯、年金生活者をはじめとする市民の生活を逼迫し

てきました。市内の中小事業者も同様に生活苦を強いられていたところ、市は令和８

年１月に「物価高騰対応給付金」を実施し、一定の効果はあったとの声も聞かれまし

た。しかしその後中東情勢不安からナフサショックが起こり、市内中小事業者はさら

に苦しめられています。石油精製品をはじめとするあらゆるものの仕入れ価格の増大

は、潤沢な内部留保を持たない中小零細事業者を極めて厳しい状況に追い詰めていま

す。世間ではナフサショックのニュースも聞かれなくなりましたが、仕入れ価格は依

然として高止まりし、店を畳まざるを得ないと話す市内事業者もいます。 

地域経済の活力を維持し、市民が安心して生活できる環境を確保するため、市が独

自に物価高騰支援金制度を創設し、速やかに支援を実施することを強く求めます。 


